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１ 中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 募集学級数の上段は、現行どおりの学級編制とした場合、下段は、商業科及び家庭

科で少人数学級編制を実施した場合。 

  ※ 中学校卒業予定者数は、各年３月の見込み。 

  ※ 地域校及び令和１０年度に配置する地域共育校は、学級数が変動する可能性があるた

め、西北・上北・下北・三八地区においては、募集学級数に変動が生じることがある。 
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２ 学校の在り方に関する主な意見 

（１）目指す学校像 

○ 生徒が自らの興味・関心や進路志望等に応じて主体的に学ぶことができる学校が必要

である。 

〇 急激に変化する社会において、総合学科のような多様な科目を選択できる高校が必要

である。 

○ 農業やＤＸ推進、医師・看護師・介護士など地域の課題解決に向けた人財を育成する

ための学科や学校が必要である。 

○ 通級による指導を全日制課程の高校へ拡充するなど、特別な教育的支援を必要とする

生徒等に対応できる高校が必要である。 

〇 新しい時代を主体的に切り拓くことができる人財を育成するための教育が必要であ

る。 

〇 全ての生徒が遠隔教育により他校の授業を履修できる仕組みを構築し、学校の魅力化

を図る必要がある。 

 

（２）単位制 

〇 単位制は原級留置がなく、柔軟な教育課程を編成することができるほか、多様な科目

開設により少人数での授業展開も可能となることから、普通科等でも単位制を拡充する

必要がある。 

○ 普通科を有する高校に単位制を導入する必要がある。 

○ 中学校卒業予定者数の減少等を踏まえると、単位制も少人数学級編制も必要である。 

 

（３）少人数学級編制 

〇 中学校卒業予定者数が減少している中、少人数学級編制を実施し、学級数を維持する

ことも必要である。 

〇 少人数学級編制の実施は、教職員の働き方改革にもつながる。 

○ 生徒に対するきめ細かな指導を行うことができるよう少人数学級編制を実施し、普通

科の魅力化を図る必要がある。 

○ 全ての職業教育を主とする専門学科（以下「職業学科」という）で導入する必要があ

る。 

○ 普通科においても少人数学級編制を導入する必要がある。 

○ 中学校卒業予定者数の減少等を踏まえると、単位制も少人数学級編制も必要である。 

 

（４）その他 

○ 各分野の専門的な学びを生かして就職や進学をする生徒もいることから、専門科目を

学べる環境は維持してほしい。 

○ 中高一貫教育は三本木高校で継続して実施する必要がある。 
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３ 全日制課程の学校規模・配置 

（１）委員の意見に基づく学校配置シミュレーション 

  ア 学級減（職業学科を除く）で対応 

  

シミュレーションに関する意見 

○ 後継者育成の観点から、現在設置されている職業学科は維持するべき。 

〇 普通科の教育内容がこれまでと同様に画一的・均質的な状況であれば、学級減す

るべき。 

〇 三本木高校、三沢高校、七戸高校、百石高校普通科、三本木農業恵拓高校普通科

を学級減するのが良い。 

◇ 中学生のニーズを踏まえると、職業学科を再編することについても検討が必要で

ある。 

   〇：シミュレーションの基となった意見 

   ◇：シミュレーションに対する意見 

Ｒ９

三本木 三本木

６学級 ５学級

三沢 三沢

５学級 ４学級

七戸 七戸

３学級 ２学級

百石 百石

普通科２学級 普通科１学級

家庭科１学級 家庭科１学級

３学級 ２学級

三本木農業恵拓 三本木農業恵拓

普通科２学級 普通科１学級

農業科４学級 農業科４学級

６学級 ５学級

十和田工業 十和田工業

４学級 ４学級

三沢商業 三沢商業

３学級 ３学級

３０学級 ２５学級

【地域共育校】

野辺地 野辺地

１学級 １学級

【地域校】 【地域共育校】

六ヶ所 六ヶ所

１学級 １学級

３２学級 ２７学級

→

△５学級

→

→

第２期実施計画 前期実施計画

Ｒ１４
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  イ 学級減（職業学科の精選と普通科の学級減）で対応 

 

  

  

シミュレーションに関する意見 

〇 現実的に考えれば、職業学科の精選と普通科の学級減が妥当ではないか。 

○ 生徒の多様な学習ニーズに対応するため、七戸高校総合学科の学級数を維持して

ほしい。 

 〇：シミュレーションの基となった意見 

  ◇：シミュレーションに対する意見 

Ｒ９

三本木 三本木

６学級 ５学級

三沢 三沢

５学級 ４学級

七戸 七戸

３学級 ３学級

百石 百石

普通科２学級 普通科１学級

家庭科１学級 家庭科１学級

３学級 ２学級

三本木農業恵拓 三本木農業恵拓

普通科２学級 普通科１学級

農業科４学級 農業科４学級

６学級 ５学級

十和田工業 十和田工業

４学級 ４学級

三沢商業 三沢商業

３学級 ２学級

３０学級 ２５学級

【地域共育校】

野辺地 野辺地

１学級 １学級

【地域校】 【地域共育校】

六ヶ所 六ヶ所

１学級 １学級

３２学級 ２７学級

第２期実施計画 前期実施計画

Ｒ１４

△５学級

→

→

→
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ウ 学級減（百石高校を除く）で対応 

 

  

※学級減の対象となりうる学校については、学級数を「○学級」と示している。 

 

 シミュレーションに関する意見 

〇 おいらせ町はこどもが増えていることや、百石高校普通科の入学者数が４０名を

超えていること等の状況を考慮し、学級数は維持してほしい。  

◇ 志願倍率が０.５倍を下回るのであれば学級減する必要があるが、その場合は、通

学支援を併せて検討する必要がある。 

〇：シミュレーションの基となった意見 

◇：シミュレーションに対する意見 

Ｒ９

三本木 三本木

６学級 〇学級

三沢 三沢

５学級 ○学級

七戸 七戸

３学級 ○学級

百石 百石

普通科２学級 普通科２学級

家庭科１学級 家庭科１学級

３学級 ３学級

三本木農業恵拓 三本木農業恵拓

普通科２学級 普通科○学級

農業科４学級 農業科○学級

６学級 ○学級

十和田工業 十和田工業

４学級 ○学級

三沢商業 三沢商業

３学級 ○学級

３０学級 ２５学級

【地域共育校】

野辺地 野辺地

１学級 １学級

【地域校】 【地域共育校】

六ヶ所 六ヶ所

１学級 １学級

３２学級 ２７学級→

△５学級

→

→

第２期実施計画 前期実施計画

Ｒ１４
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エ 学級減（職業学科の維持＋普通科の学級減）で対応 

 

  

 

 シミュレーションに関する意見 

〇 後継者育成の観点から、現在設置されている職業学科は維持するべきである。 

○ 十和田市内の普通科の設置状況を考慮しながら学級減を実施する必要がある。 

〇：シミュレーションの基となった意見 

◇：シミュレーションに対する意見 

Ｒ９

三本木 三本木

６学級 ５学級

三沢 三沢

５学級 ５学級

七戸 七戸

３学級 ２学級

百石 百石

普通科２学級 普通科１学級

家庭科１学級 家庭科１学級

３学級 ２学級

三本木農業恵拓 三本木農業恵拓

普通科２学級 普通科１学級

農業科４学級 農業科４学級

６学級 ５学級

十和田工業 十和田工業

４学級 ４学級

三沢商業 三沢商業

３学級 ２学級

３０学級 ２５学級

【地域共育校】

野辺地 野辺地

１学級 １学級

【地域校】 【地域共育校】

六ヶ所 六ヶ所

１学級 １学級

３２学級 ２７学級→

△５学級

→

→

第２期実施計画 前期実施計画

Ｒ１４
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（２）シミュレーション以外の学校規模・配置等に関する意見 

＜学校規模・配置＞ 

○ 高校が閉校することで、経済的に通学が困難な生徒もいることから、高校が小規

模化しても現在の配置は維持するべきである。 

○ 生徒の通学環境や地域との関わりを踏まえると、市町村に１校のみの高校は維持

する必要がある。 

○ 生徒や保護者の通学に係る負担を軽減するため、生徒が通学しやすい場所に高校

を配置するべきである。 

○ 地区割りを見直した上で、青森市、弘前市、八戸市の普通科の大規模校の閉校等

を検討する必要がある。 

○ 人間関係の固定化を防ぐため、１学年当たり２学級以上は必要である。 

＜統合等＞ 

○ 高校を統合することで、高校へ通学するための公共交通機関を集約することにつ

ながる可能性もあることから、通学環境の課題は解消する。 

〇 多様な他者と関わるためにはある程度の学校規模が必要であり、そのために統合

することも必要である。 

○ 統合を検討するに当たっては、統合校の設置場所やこれまでの高校再編の経緯等

を踏まえる必要がある。 

○ 中学校卒業予定者数が減少する中、大胆な高校再編が必要であることから、統合

を含めた再編について検討する必要がある。 

＜学級減等＞ 

○ 学級減を実施するに当たっては、中学生のニーズや通学環境等を総合的に勘案し

て検討する必要がある。 

＜学科等＞ 

○ 県や地域等が一体となって戦略的な学科の設置を検討するべき。 

○ 進学に特化した普通科や地域探究を行う普通科等、地域や中学生等のニーズに対

応した特色ある普通科への改編も必要である。 

○ 普通科等の特色化・魅力化を図るため、柔軟な教育課程の編成や文理融合の学び

が必要である。 

○ 普通科の特色化・魅力化のため、新しい普通科を設置するべき。 

○ 新しい普通科を設置する場合には、計画的な教員配置が必要である。 

○ 新しい普通科を設置する場合には、卒業後の進路や教育内容等を明確にした上で

中学生等にとって魅力的な学科とする必要がある。 

○ 新しい普通科については、従来の普通科の学習内容が土台であれば設置する必要

がある。 

○ 未来デザイン科は六ヶ所高校や野辺地高校への設置が考えられる。 

○ 新しい普通科を設置するのではなく、専門性のある外部講師等を活用し、普通科

や総合学科に多様な科目を開設することも考えられる。 

○ 七戸高校の総合学科は維持する必要がある。 

○ インクルーシブ教育に対応するためにも総合学科は必要である。 

○ 総合学科は、生徒の興味・関心等に応じて教育活動を行っていることから、学級

減となった場合でも現在の教育活動を維持できる体制を確保する必要がある。 
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４ 定時制課程及び通信制課程の配置に関する意見 

〇 生徒の多様なニーズに対応するため、定時制課程は維持するべき。 

○ 定時制課程・通信制課程については、現状の配置を維持する必要がある。 

○ 生徒の通学への負担軽減や多様な生徒に対応するため、上北地区への通信制課程

の設置を検討してほしい。 

○ 自宅により近い協力校でのスクーリングを受けられる体制を整備する必要があ

る。 

○ 協力校については、公共交通機関の利便性がよい野辺地高校に設置する必要があ

る。 

 

５ その他 

○ 国のグランドデザイン等では、職業教育を主とする専門学科の機能強化・高度

化、普通科改革を通じた高校の特色化・魅力化が一層求められており、これらのこ

とを踏まえながら高校教育改革を進める必要がある。 

○ 各校の魅力を伝えるためには、中学生だけではなく、保護者や地域にも情報を発

信する必要がある。 

○ 通学支援を実施する場合には、行政、学校、地域等が一体となって取り組む必要

がある。 

○ 様々な事情を抱える生徒の学びを支援するため、通級による指導を実施するとと

もに、県民への理解促進が必要である。 

○ 高校教育改革を実施する上で、施設設備の整備等、教育環境の充実に努めること

も必要である。 

○ 高校を閉校することは、地域だけではなく、本県全体の魅力低下にもつながる。 

○ 百石高校食物調理科で全国募集を実施するべき。 

○ 野辺地高校を総合学科に改編し、七戸高校と連携しながら進路選択に幅広く対応

するべき。 
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【参考１】委員名簿（上北地区） 

  

区　分 職　名　等 備　考

六ヶ所村長 戸　田 衛 R7.11.14～R8.1.11

おいらせ町長 成　田 光　寿 R8.4.17～

十和田市立沢田小学校ＰＴＡ会長

　盛　田　

直　樹

七戸町天間林商工会青年部　副部長 大　鹿 達　也

十和田市立東中学校　校長

進行役

滝　内 拓　也

美　幸

十和田商工会議所青年部　直前会長

十和田市教育委員会　教育長

産
業
界

泉 毅　知

前県立百石高等学校　校長 志　村 博

前県立三本木高等学校　校長 小　森

米　沢

奈良岡

Ｐ
Ｔ
Ａ

三沢市立第五中学校ＰＴＡ会長

小　原

丸　井 英　子

山　内 康　之

氏　名

小　野 淳　美

長　尾

おいらせ町教育委員会　教育長

誠　治東北町教育委員会　教育長

森　田

齊　下 恭　嘉

横浜町教育委員会　教育長

六ヶ所村教育委員会　教育長

一　栄七戸町立七戸小学校ＰＴＡ会長

広　基

三沢市教育委員会　教育長

六戸町教育委員会　教育長

臣　哉

瀧　口 孝　之

義　一

七戸町教育委員会　教育長

松　林

野辺地町教育委員会　教育長

勝　博

市
町
村
長

十和田市長 櫻　田 百合子

三沢市長 小檜山 吉　紀

野辺地町長 野　村 秀　雄

七戸町長 田　嶋 邦　貴

成　田 隆 R7.11.14～R8.3.25

六戸町長 佐　藤 陽　大

横浜町長 石　橋 勝　大

学
校
教
育

六ヶ所村長 橋　本 隆　春 R8.4.17～

東北町長 長久保 耕　治

おいらせ町長
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【参考２】オブザーバー名簿（上北地区） 

 ■ 令和７年度 

 

 ■ 令和８年度 

 
  

職　名 備　考

県立三本木高等学校　校長 小　倉 民　生

紀　子

県立七戸高等学校　校長 高　橋 美和子

氏　名

県立野辺地高等学校　校長 柴  崎 剛  吉

県立三沢高等学校　校長 千　葉  努

県立百石高等学校　校長 木　村

県立三沢商業高等学校　校長 豊　川  武　伸

県立六ヶ所高等学校　校長 蛯　名 良　一

県立三本木農業恵拓高等学校　校長 小　泉 朋　雄

県立十和田工業高等学校　校長 山　田 誠

職　名 備　考氏　名

県立三本木高等学校　校長 小　倉 民　生

県立三沢高等学校　校長 小山内 秀　樹

県立野辺地高等学校　校長 柴  崎 剛  吉

県立七戸高等学校　校長 中　村 政　俊

県立百石高等学校　校長 木　村 紀　子

県立六ヶ所高等学校　校長 作　田 宏　之

県立三本木農業恵拓高等学校　校長 小笠原 理　高

県立十和田工業高等学校　校長 岩　井 友　之

県立三沢商業高等学校　校長 豊　川  武　伸
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【参考３】学校の在り方地区検討委員会の開催状況（上北地区） 

 

 年月日 内 容 

１ 令和7年11月14日 ○ 学校の在り方について 

○ 学校配置について 

２ 令和8年 1月27日 ○ 学校配置について 

３ 令和8年 4月17日 ○ 学校配置について 

４ 令和8年 5月18日 ○ 検討結果報告書（案）について 

 

【参考４】地区懇談会（令和７年１０月実施）等の主な意見 

＜学校の在り方＞ 

○ 本県の人口減少を踏まえると地元に定着する人財育成が必要である。産業界と意

見交換しながら職業学科の配置を十分に検討してほしい。 

○ 地域の実情を考慮し、地域愛を醸成する学校が必要である。 

○ 上北地区は農・工・商の職業学科が揃っており、様々な業種に携わる人財を育成

できる地域であることから、現状の職業学科は維持してほしい。 

○ 不登校生徒が増加している中、私立の通信制高校ではオンライン通学という形で

スクーリングは年１回である。県立の通信制高校においてもそのような環境を整備

する必要がある。 

○ 特別な事情を抱えた生徒や不登校生徒が増加している中、定時制高校や通信制高

校がそのような生徒の受け皿になっている。定時制高校は各地区に配置されている

が、それでも通学に負担を感じる生徒もいることから、全日制高校の通級を拡充す

る必要がある。 

 

＜学校配置＞ 

○ 第１期実施計画において、十和田西高校、六戸高校、三本木農業高校を統合した

ことから、今後は、満遍なく学級減し、現在の配置を維持した方がよい。 

○ 一定の学力を保つためにも、普通科においては定員割れが起きない募集学級数と

した方がよい。 

○ 特別な事情を抱えた生徒等の受入先として通信制高校を各地区に置くことで、全

日制高校において、各校のスクール・ミッション達成に向けた教育活動に注力する

ことができると考える。 

○ こどもが減っているため統廃合は仕方ないが、一極集中しすぎている。せめて小

規模の進学校を県内に満遍なく設置することはできないか。 

 

＜その他＞ 

○ 次期学習指導要領の内容を生かすには、１学級４０人では難しい。 

○ 探究的な学習には多くの教員や地域との連携が必要であり、教員が不足している 

状況を保護者や地域に見せていくことも大切である。 

○ 普通科を１学級３０人にして学力差をなくする必要があるので、学級減や統合で 

はなく、１学級当たりの人数で調整すればよい。 

 


